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エグゼクティブ・サマリー： 
検索・集計ツールから自律型知財戦略プラットフォームへの構

造転換 
 
株式会社パテント・リザルトが提供する特許分析ツール「Biz Cruncher（ビズクランチャー）」は、国内
主要メーカーの約80%が競合調査や戦略策定に採用する国内シェアNo.1のプラットフォームである1

。同ツールが近年、知財実務者および研究開発戦略の立案層から極めて高い評価を獲得している

背景には、2024年9月以降に段階的かつ体系的に実装された生成AI（Generative AI）機能群によ
る、ツール自体の根本的なパラダイムシフトが存在する1。従来の特許分析ツールは、検索式の構

築、公報の読み込み、技術分類の付与、そしてパテントマップの作成という一連の工程において、分

析者の高度なスキルと膨大な手作業に依存する「受動的な集計ツール」であった1。これに対し、現

在のBiz Cruncherは、ミクロな個別公報・図面の解読から、メソ領域における複数公報群の並列解
析・自動分類、さらにはマクロ領域における自律型AIエージェントによる分析計画の立案とレポート
自動生成までを一気通貫で遂行する「能動的な知財戦略立案プラットフォーム」へと進化を遂げてい

る1。 



 



市場において汎用的な大規模言語モデル（LLM）や単機能の特許要約AIツールが乱立する中、Biz 
Cruncherが「IPランドスケープや知財戦略立案に極めて有効である」と評される本質的な要因は、生
成AIの定性的な言語処理能力と、パテント・リザルト社が長年培ってきた独自の定量評価指標「パテ
ントスコア」および多様な統計解析エンジンが緊密に結合されている点にある2。一般的な生成AIに
大量の特許文献を入力した場合、重要度の低い公報と事業に直結する重要公報が同列に要約され

るため、ノイズの混入やハルシネーション（幻覚）のリスクが避けられない3。これに対してBiz 
Cruncherは、出願人の権利化意欲、審査官からの先行技術としての認知度、競合他社からの注目
度の3観点から算出される偏差値指標「パテントスコア」をアンカー（錨）として機能させている3。定量

的裏付けによって重要特許や有力プレイヤーを特定した上で、生成AIが技術文脈の抽出、図面・実
施例の解読、さらにはマクロな戦略レポートの構築を行うため、経営層や事業部門の意思決定に直

結する高解像度なインサイトを最短距離で導出できるのである2。 

階層別に見る生成AI実装機能の全貌と技術的メカニズム 
Biz Cruncherに実装された生成AI機能群は、知財調査・分析の実務プロセスに対応して「ミクロ分析
層（単一公報の深掘り読解）」「メソ分析層（複数公報群の並列解析・構造化）」「マクロ分析層（母集

団全体の自律的戦略分析とレポーティング）」の3階層に体系化されている3。各階層において従来の

知財実務のボトルネックを解消する具体的な機能が実装されており、全体として特許情報の読解お

よび分析にかかる作業時間を最大80%削減する劇的な業務効率化を達成している1。 
 

分析階層 実装機能名称 リリース・展開

時期 
対象範囲・入力

データ 
主な処理メカニ

ズムと戦略的ア

ウトプット 

ミクロ分析層 
 
（個別公報の深

掘り） 

図面のAI解説 
 
（Q&A分析機能
強化） 

2024年9月17
日 

単一公報の特

許図面・明細書

テキスト 

図面が持つ技

術的意味や図

中の細かな符

号・記号をAIが
対話形式で解

説し、専門外の

技術領域でも構

造把握を迅速

化3。 

ミクロ分析層 
 
（個別公報の深

掘り） 

発明のフロー

チャート化 
 
（Q&A分析機能
強化） 

2024年9月17
日 

単一公報の請

求項・明細書本

文 

複雑な文章で

記述された発明

の構成や処理

プロセスを抽出

し、視覚的なフ

ローチャートへ

自動変換して全

体像を可視化3



。 

ミクロ分析層 
 
（個別公報の深

掘り） 

実施形態（実施

例）の表整理 
 
（Q&A分析機能
強化） 

2024年9月17
日 

明細書内の実

施例・比較例・

図表画像 

画像認識とテキ

スト解析を融合

し、複数の実施

例・比較例の特

徴や実験数値

データを比較可

能な一覧表

（テーブル）へ自

動構造化3。 

メソ分析層 
 
（公報群の横断

解析） 

まとめて分析機

能 
日本版：2025年
6月2日 
 
米国版：2025年
9月15日 

選択された複数

の特許公報群 
複数の特許公

報をAIが並列・
同時に一括解

析し、公報間の

共通点、技術的

差分、および関

連する技術動

向を自動抽出1

。 

メソ分析層 
 
（公報群の横断

解析） 

AI自動分類機
能 
 
（AI技術分類） 

2025年〜2026
年展開 

分析対象の特

許公報群（母集

団） 

AIが対象公報
群を読み込み、

目的に応じた独

自の技術分類

軸（カテゴリ項

目）の設計から

各公報の振り

分け作業までを

全自動化4。 

マクロ分析層 
 
（自律的戦略立

案） 

AI自動分析＆
レポート生成機

能 

2025年6月30
日 

自然言語による

分析要求プロン

プト・母集団 

自律型AIエー
ジェントが分析

計画を立案し、

Biz Cruncher内
の分析機能を

駆使して横断解

析・集計を実行

し、体系的な戦

略レポートを自

動執筆1。 



ミクロ分析層：マルチモーダルQ&Aによる公報・図面読解の劇的効率化 
特許調査および先行技術調査において最も多くの工数を消費するのが、難解な法技術文書として記

述された明細書の読解と、多数の参照符号が付された複雑な特許図面の照合作業である1。2024
年9月17日に実装された「Q&A分析機能」の大幅拡充は、単なるテキスト要約にとどまらず、視覚情
報と構造化変換を取り入れたマルチモーダルな読解支援を実現している3。 
第一の「図面のAI解説」機能では、公報に含まれる図面そのものの意味や、図面内に記載された細
かな記号・参照番号が指し示す構成要素の役割を、チャット形式でAIが自然言語により丁寧に解説
する3。従来は明細書の「図面の簡単な説明」や「発明を実施するための形態」の該当箇所を行き来

しながら手作業で符号を照合する必要があったが、本機能により専門知識の浅い異分野の技術で

あっても即座に構造を理解することが可能となった7。 
第二の「発明のフローチャート化」機能は、長大なテキストで記述された製造プロセス、制御ロジッ

ク、あるいはシステム構成の因果関係をAIが解析し、簡潔かつ視覚的なフローチャートとして自動描
画するものである3。この機能には高度な推論・図解作成能力を持つモデル（Anthropic社のClaude 
3.5 Sonnet）が割り当てられており、直感的な処理フローとして可視化されることで、発明の核心的
ポイントや工程上のボトルネックを瞬時に把握できる3。 
第三の「実施形態の表整理（実施例の自動表整理）」機能は、材料・化学・医薬・デバイス分野など

の知財分析において極めて高い実用性を発揮する3。特許公報内の実施例や比較例のデータは、

本文中に散在している場合や、表が画像データとして埋め込まれている場合が多く、従来のテキスト

検索や単純なLLMでは正確な抽出が困難であった7。Biz Cruncherは「画像認識」と「テキスト解析」
を組み合わせるハイブリッドアプローチを採用し、複数の実施例における配合比率、プロセス条件、

および物性・性能の数値情報を自動で抽出し、比較可能な一覧表（テーブル）へと整理する7。これに

より、競合他社の技術スペックの限界値や発明の優位性を定量的に比較検討する作業が劇的に高

速化された3。 

メソ分析層：複数公報の並列一括解析と目的ドリブンなAI自動分類 
単一公報の読解を効率化しても、数十件から数百件におよぶ競合特許群のトレンドや自社の参入

余地（ホワイトスペース）を特定するメソ領域の分析では、公報群を横断的に構造化する機能が不可

欠となる1。この課題に対し、Biz Cruncherは「まとめて分析機能」と「AI自動分類機能」の2つのアプ
ローチを実装している3。 
2025年6月2日に日本版へ実装され、同年9月15日に米国版へも拡張された「まとめて分析機能」
は、分析対象を単一特許から複数特許のグループへと拡張した機能である1。ユーザーが選択した

複数の特許公報をAIが並列で同時に解析し、それらに共通する技術課題、解決手段のトレンド、あ
るいは時代的な変遷を一括で抽出する3。人間が1件ずつ読み込んで頭の中で統合していた帰納的
な推論プロセスをAIが並列処理で代替するため、特定技術クラスターの深掘り調査時間が大幅に短
縮される3。 
さらに、IPランドスケープの実務において特筆すべき実装が「AI自動分類機能（AI技術分類）」である
4。従来、技術動向を俯瞰するパテントマップを作成する際には、深刻なトレードオフが存在していた4

。すなわち、IPC（国際特許分類）やFI/Fタームといった既存の特許分類を利用すれば手軽にマップ
を作成できるものの、分類定義が特許庁の審査基準に依拠しているため、経営層や事業部門の依

頼主にとって「自社のビジネス課題とどう結びつくのかが直感的に理解しにくい」という難点があった4

。一方で、依頼主の目線に合わせた独自の技術分類（課題軸や応用製品軸など）を作成しようとす



れば、分析者が数百件・数千件の公報を目視で読み込み、手作業でフラグ付けを行うという膨大な

工数が発生していた4。Biz CruncherのAI自動分類機能は、AIが対象の公報群を一括で読み込み、
分析目的に合致した「分類項目の自動生成（軸の設計）」から「各公報の分類作業（ラベリング）」まで

を完全自動で遂行し、その結果を即座にパテントマップとして可視化する4。これにより、最小の調査

量で依頼主の納得感を最大化する「目的ドリブンな分析プロセス」の構築が可能となっている4。 

マクロ分析層：自律型AIエージェントによる分析計画立案とレポート自動生成 
Biz Cruncherの生成AI統合における最大の到達点が、2025年6月30日にリリースされた「AI自動分
析＆レポート生成」機能である1。本機能は、単なるプロンプト応答型のチャットボットではなく、自律

型AIエージェント（Autonomous AI Agent）のアーキテクチャを採用している点で一線を画している1。 
ユーザーが「遺伝子関連分野で最近活躍している企業を特定したい」といった自然言語による抽象

的な分析要求（プロンプト）を入力すると、AIエージェントはまずその目的を達成するための「分析計
画（どの母集団を対象に、どの分析指標やマップを用いて検証するか）」を自律的に立案する1。続い

て、エージェント自身がBiz Cruncher内部に実装された多彩な定量・定性分析メニューを順次呼び出
して実行し、得られた統計データ、パテントスコア、技術分類推移、および公報テキストを横断的に統

合・解釈した上で、体系的な調査分析レポートの文章を自動生成して出力する1。これまで熟練の知

財アナリストが数日から数週間をかけて行っていた「仮説設定・集計・分類・考察・レポーティング」と

いう一連の知的労働をAIエージェントが自律的に代行するため、初期的なランドスケープの構築ス
ピードが飛躍的に向上している1。 

定量指標「パテントスコア」と生成AIの融合がもたらすIPランド
スケープの革新 
Biz Cruncherによる知財戦略立案が高く評価される構造的理由は、同ツールが元々保有していた強
力な定量分析基盤と、新たに加わった生成AIエージェントが相互補完的に機能している点にある1。

Biz Cruncherには従来より、パテントスコアを用いて競合の立ち位置や新興企業を可視化する「権
利者スコアマップ」、分野の注力課題と手薄な領域を比較してライバルの弱点や自社の強みを浮き

彫りにする「課題解決マトリクス」、共起語やトレンド変遷を捉える「キーワードマップ」、文書ベクトル

を用いて論文やアイデア文から周辺特許を探索する「類似特許マップ」、グローバルな出願ホットス

ポットを俯瞰する「ワールドマップ」、さらには特許庁審査官の拒絶理由通知に引用された特許を洗

い出す「特許庁審査官引用分析」といった実務直結型の分析メニューが実装されている2。また、UI
面においてもフォントや配色の現代化、高頻度ボタンの強調、そしてそのまま経営報告資料に転用

可能な美麗なグラフ出力機能へと刷新されており、IPランドスケープのアウトプット品質を支えている
2。 
生成AIによる「AI自動分析＆レポート生成」機能は、これらの定量データを単なる数値の羅列として
ではなく、企業の事業戦略や研究開発の意思決定に資する「ストーリーとインサイト」へと昇華させる

役割を果たす1。その実用性と分析精度の高さを実証する具体例が、パテント・リザルト社が2025年8
月1日に公開した「CO2吸収・吸着分離技術」に関するAIレポート（2025年7月18日までに日本特許
庁で公開された特許母集団を対象）および同年8月21日公開の「建築物の断熱・遮熱技術」AIレポー
トである3。 



 



この「CO2吸収・吸着分離技術」AIレポートの分析構造を精査すると、Biz CruncherのAI自動レポー
ト機能がどのようにして高度な知財戦略インサイトを導出しているかが明確に浮かび上がる6。AIは
単に公報のアブストラクトを要約するのではなく、以下の5つの分析次元を有機的に統合してレポー
トを構成している6。 
 

分析次元 AIが参照・統合するデータ要
素 

「CO2吸収・吸着分離技術」
レポートにおける具体的な抽

出インサイト例 

1. 総合力と質の評価 パテントスコア総合力、最高

スコア、有効特許件数 
三菱重工業が総合スコア

431.7（最高値74.99、有効
165件）で圧倒的首位に立ち
アミン系吸収液を牽引。2位
の三菱電機（総合294.64、最
高値68.57、有効22件）は少
数精鋭でエレベータや空調

設備への独自展開を推進6。 

2. 権利ステータスと戦略意
図 

総特許件数に対する「権利継

続」と「失効」の比率 
東芝エネルギーシステムズ

は98件中54件が権利継続・
失効わずか5件と高い開発継
続性を示す一方、関西電力

は111件中57件が失効してお
り同分野からの部分撤退ま

たは技術戦略の転換を示

唆。クラレ（98件中29件失
効）はポートフォリオ再構築

の兆候を検出6。 

3. 技術的転換点の特定 出願件数の時系列推移、前

年比急増年の公報内容 
**2008年（207件、前年比
+75件）**を第1の技術革新
波（多層構造回収、化学・物

理ハイブリッド法）、**2017年
（189件、前年比+55件）**を
再活性化期（東海国立大学

機構の省エネ分離法、神戸

製鋼所の高性能吸着材、直

接空気回収［DAC］の萌芽）
として自動特定6。 

4. 権利者×技術分類の時系 IPC分類コード（サブクラス）× 三菱重工業（2009〜2011年
にB01D 53ガス分離とC01B 



列集中 出願時期（3年単位）×企業 32炭素化合物へ集中）、東芝
エネルギーシステムズ（2015
〜2017年に吸収塔・再生塔
の熱制御へ集中）、クラレお

よびEXXON MOBIL（B01J 
20固体吸着剤における金属
錯体やMOF・ゼオライト骨格
への集中）を特定6。 

5. 将来展望と多角的共有 分析結果の統合考察、音声

ブリーフィング連携 
異業種間の技術融合、エネ

ルギー効率・コスト最適化、

国際標準化と海外パート

ナーシップの3つの戦略提言
を導出。さらにレポート内容

をGoogle NotebookLMと連
携させ、約8分間の対話形式
の音声解説コンテンツとして

も展開6。 

ここで特に注目すべきは、第2次元の「ステータス分析（権利継続・失効の内訳）」と第4次元の「IPC
分類×時系列マトリクス」から競合他社の経営意思決定を逆算する推論力である6。従来の単純な出

願件数ランキングでは、累積379件の三菱重工業や286件の東芝、111件の関西電力が単なる「上
位出願企業」として並列に扱われてしまう6。しかしBiz CruncherのAIは、権利の維持・放棄ステータ
スを読み解くことで、「関西電力は半数以上の57件を失効させており、自社開発から撤退または方針
転換している」「東芝グループ内では東芝本体（76件継続・80件失効）から東芝エネルギーシステム
ズ（54件継続・5件失効）へと研究開発の重心が明確に移行し、2015〜2017年にかけて吸収塔と再
生塔の熱制御技術に集中投資している」といった、生きた競合インテリジェンスを自動的に言語化し

ている6。このように、定量統計・法状態データ・技術テキストの3者を横断して「なぜその数値になっ
ているのか」という背景仮説まで自動生成する点が、IPランドスケープ実務において絶大な評価を得
ている理由である1。 

クラウド基盤アーキテクチャとエンタープライズ・セキュリティ統

治 
生成AIを用いた自律型エージェントや大量公報の並列解析を実務レベルのレスポンスと現実的な利
用料金で提供するためには、バックエンドのクラウドアーキテクチャにおける高度なエンジニアリング

が求められる1。また、企業の未公開の研究開発テーマや知財戦略を取り扱う以上、情報セキュリ

ティおよび機密保持の統治体制はツール選定における絶対条件となる1。 

Amazon Bedrockを中核としたマルチモデル・オーケストレーションとコスト最
適化 
パテント・リザルト社は、Biz Cruncherの生成AI基盤としてAmazon Web Services（AWS）のマネー
ジドAIサービスである「Amazon Bedrock」を採用している1。自律型AIエージェントによる大量特許の



並列分析や複雑なレポート生成を実装するにあたり、開発初期にはすべての処理をAnthropic社の
高性能モデル「Claude」のみで実装していたが、何段階もの推論・集計プロセスを多数の公報に対し
て並列実行するとAIの処理コストが膨大になるという技術的課題に直面した1。 
この課題を解決するため、同社はタスクの要求特性と難易度に応じて複数の基盤モデルを戦略的に

使い分ける「マルチモデル・オーケストレーション」へとアーキテクチャを刷新した1。具体的には、エー

ジェント内部における「処理の判断」や「条件分岐ロジック」といった高速性と低コストが求められるシ

ンプルなルーティングタスクにはAWS製の軽量・高速モデル「Amazon Nova」を割り当てている1。一

方で、各公報から技術背景・課題・解決手段を正確に抽出する概要要約タスクには「Claude 3 Haiku
」を用い、さらに高度な文脈理解や論理的推論が要求される「分析計画の立案」「発明のフロー

チャート・図解作成」「最終的な戦略レポートの執筆」には上位モデルである「Claude 3.5 Sonnet」を
割り当てる階層型構成を採用した1。 

 
このAmazon NovaとClaude群のハイブリッド構成により、パテント・リザルト社はAIエージェント関連
の処理コストを80%から最大88%削減することに成功した1。このコスト最適化は単なる開発元の収

益改善にとどまらず、ユーザー企業に対して「大量の特許母集団を対象とした自律的な並列AI分析
を、追加の従量課金コストを過度に懸念することなく反復実行できる」という実用上の絶大なメリット

をもたらしている1。 

分析プロセスの機密性を保護するISO/IEC 27017認証とゼロリテンション設計 
知財部門やR&D部門が生成AIツールを導入する際、最も強い懸念材料となるのが機密情報の漏洩
リスクである1。特に注目すべきは、パテント・リザルト社が「特許情報そのものは公開情報であるが、

何をどのように調べるかという『分析の過程』自体に極めて重要な機密情報が含まれる」という知財

実務の本質的なリスク構造を明確に定義し、対策を講じている点である2。 
具体的には、ユーザーが類似特許マップに入力する出願前の発明アイデア文章はもちろんのこと、

Biz Cruncher上で設定する「検索条件（どのような技術キーワードに着目しているか）」「比較対象（ど
の競合企業やスタートアップをベンチマークしているか）」「分析テーマ（どの技術領域を新規事業や



M&Aのターゲットとしているか）」といったメタデータは、第三者に渡れば自社の未公表の研究開発
戦略や事業進出計画が推測されかねない最高度の機密情報である1。 
このリスクに対し、Biz Cruncherは生成AI基盤におけるゼロリテンション設計と国際認証取得という
二段構えのセキュリティ統治を実装している1。第一の技術的統治として、Amazon Bedrockのセキュ
リティ機能を活用し、ユーザーが入力したプロンプトや出願前の機密テキスト、分析クエリが外部AI
モデルの学習データとして一切利用されない設定を適用している1。さらに、処理ログも原則として保

存しない設定を採用することで、AIプロバイダ側へのデータ残留リスクを根本から遮断している1。第

二の組織・運用面の統治として、同社は2026年8月13日付で、クラウドサービスに関する情報セキュ
リティ管理策の国際規格である「ISO/IEC 27017:2015」（認証登録番号：CLOUD 845573、認証機
関：BSIグループジャパン株式会社）を取得している2。この認証の特筆すべき点は、パテント・リザル

ト社自身の「クラウドサービスプロバイダ（提供する側）」としてのBiz Cruncherの開発・運用・保守体
制だけでなく、同社が利用するマルチクラウド基盤（Amazon Web Services、Microsoft Azure、
Google Cloud）における「クラウドサービスカスタマ（利用する側）」としての管理体制の両面が認証
範囲に網羅されていることである2。 
この厳格なセキュリティ統治により、厳密なコンプライアンス基準を持つ大手製造業や研究機関で

あっても、自社の核心的なR&DテーマやIPランドスケープの仮説を直接生成AIエージェントに入力し
て戦略立案を行うことが可能となっている1。 

ライセンス体系、導入支援エコシステム、および知財実務への

戦略的示唆 
どれほど高度な生成AI機能が実装されていても、現場の知財担当者や研究開発者がそれを使いこ
なし、経営層や事業部門を納得させるアウトプットへと変換できなければ投資対効果は生まれない4

。パテント・リザルト社は、柔軟なライセンス体系と併せて、ユーザーの「分析プロセス設計力」そのも

のを引き上げる教育・伴走エコシステムを全国規模で展開している3。 

ライセンス・価格体系とグローバル展開 
Biz Cruncherの料金体系は、分析対象とする国・地域のスコープと機能グレードに応じた月額制（税
抜）を基本としており、必要な機能に応じたカスタマイズ調整にも対応している2。また、主要国の特許

公報を全文機械翻訳して日本語での横断検索・概念検索・分析を可能にしているほか、グローバル

版における日本語請求項ダウンロードへの対応やタイの特許データ搭載など、カバレッジの拡充も

継続的に行われている2。 
 

対象データベース版 プラン／コース区分 月額基本料金（税

抜） 
主な特徴・備考 

日本版 ブロンズ / シルバー / 
ゴールド 

50,000円 / 100,000
円 / 150,000円 

利用機能範囲に応じ

た3段階のプラン設
定。2025年6月より
「まとめて分析」およ

び「自動分析＆レ

ポート生成」を順次



実装2。 

米国版 ブロンズ / シルバー / 
ゴールド 

50,000円 / 100,000
円 / 150,000円 

米国特許の定量・定

性分析に対応。2025
年9月15日より複数
公報を一括解析する

「まとめて分析」機能

を搭載2。 

グローバル版 単一コース 200,000円 世界の主要国特許

を全文機械翻訳によ

り日本語で検索・分

析可能。日本語請求

項ダウンロードやタ

イ特許データ等にも

対応2。 

フル機能構成・カスタ

マイズ 
統合・オプション構成 約300,000円〜（基

準目安） 
標準フル機能構成

時の一例。要求され

る機能セットやライセ

ンス形態に応じた柔

軟な価格調整が可

能3。 

「機能の使いこなし」から「目的ドリブンな分析デザイン」への伴走支援 
2025年9月10日から12日に東京ビッグサイトで開催された「2025知財・情報フェア＆コンファレンス」
（過去最大の158社・団体が出展、総来場者数15,207名）において、パテント・リザルト社は実機デモ
ンストレーションおよび最終日のユーザー交流会（Biz Cruncher交流会）を通じて、生成AIによる読
解時間80%短縮やワンボタンでのレポート生成を実演し、大きな反響を呼んだ3。一方で、生成AIの
普及に伴い、実務現場では「ハルシネーションへの懸念」や「機能が多すぎてどの順番で分析を進め

れば依頼主を納得させられるのか分からない」「上司や事業部から『結局何が言いたいのか』と問わ

れてしまう」といった新たな課題も顕在化している3。 
こうした現場の課題に対し、同社は単なる操作マニュアルの提供にとどまらない多層的なイネーブル

メント（定着・実践化支援）体制を構築している3。第一に、2025年3月には自己学習用の動画マニュ
アルサイト「さくさく動画ナビ」を開設し、デモIDを用いたハンズオントレーニングやウェブ会議による
個別サポートを常時提供している1。第二に、2026年10月から11月にかけて東京・大阪・名古屋の3
大都市圏で、実機PCとIDを用意した無料ハンズオンセミナー『生成AIによる特許調査・分析から何
が得られるか ～ Biz Cruncher × AIの効果と可能性 ～』を開催し、特許の要約、深掘り分析、複数
特許のマクロ分析、レポート作成までの実務適用法を体系的に伝授している4。 
さらに特筆すべきは、同じく2026年11月に東京・大阪・名古屋で開催されるBiz Cruncher導入ユー
ザー限定の実践ワークショップ『AI技術分類（AI自動分類）の活用と、分析プロセス設計の実践講座 
～ 機能に迷うことなく、最短距離で依頼主の納得へ ～』である4。本講座では、本田技研工業での生



産技術開発・知財情報ツール普及やデロイトトーマツリスクアドバイザリーを経て株式会社イーパテ

ント・アクティスを設立した代表取締役（AIPE知的財産アナリスト講座講師）を講師に迎え、計200分
（講義60分、実機グループワーク110分、発表・フィードバック30分＋意見交流会）にわたる徹底的な
実践訓練が行われる4。そこでは、生成AIを漫然と動かすのではなく、「成功（依頼主の意思決定）か
ら逆算して分析プロセスをデザインする目的ドリブンな設計術」と「AI自動分類機能を用いて情報洪
水に溺れず最小の調査量で最大の成果を導くフレームワーク」が指導されている4。 

結論：知財戦略およびIPランドスケープ実務への示唆 
以上の徹底調査から明らかなように、パテント・リザルト社の「Biz Cruncher」に実装された生成AI機
能群が市場で高く評価されている理由は、単なるLLMのチャット機能追加ではなく、知財実務の構造
的ボトルネックを解消する3つの統合的優位性に集約される1。 
第一に、ミクロ（図面解説・フローチャート化・実施例の画像認識＋テキスト表整理）、メソ（日米まと

めて分析・AI自動分類）、マクロ（自律型AIエージェントによる分析計画とレポート生成）のシームレス
な階層統合により、作業時間を最大80%削減しつつ、調査から戦略立案までのワークフローを単一
プラットフォーム内で完結させている点である3。第二に、独自指標「パテントスコア」および権利ス

テータス情報と生成AIの推論力の結合により、純粋なテキスト生成AIでは不可能な「特許の質・注目
度に基づく優先順位付け」と「権利維持・放棄データからの競合の撤退・注力領域の逆算」を実現し、

ハルシネーションを抑えた高い戦略的説得力を獲得している点である3。そして第三に、Amazon 
NovaとClaude群のマルチモデル・オーケストレーションによる80%〜88%のコスト削減と、ISO/IEC 
27017認証およびゼロリテンション設計による「分析過程（検索条件や比較対象）の機密性保護」を
両立させ、エンタープライズ領域での持続的かつ安全な運用基盤を確立している点である1。 
IPランドスケープの推進や知財戦略の高度化を目指す組織にとって、Biz Cruncherの生成AI機能
は、知財担当者を「公報の読み込みとエクセル集計の作業者」から解放し、経営層や事業部門と対

等に議論する「事業・R&D戦略のナビゲーター」へと転換させる極めて強力なレバレッジとして機能
すると結論付けられる1。 
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